
件名1 公害の相談における通報者の漏えいについて
（1）通報者が事業者に訴えられた裁判において通報があったことを市役所の人が教えてくれたとの証言があったが、事実か

原告代理人 被告のことについて聞いていきたいんですけれども、被告が通報していたということは知っていまし
たか。

代表取締役 知っていました。
原告代理人 なんで分かったんですか。
代表取締役 市役所の人が教えてくれまして、また、ユーチューブで見たことがあります。
原告代理人 被告は今も通報していますか。
代表取締役 そうです
原告代理人 それは、なんで分かるんですか。
代表取締役 市役所の人が教えてくれました。
原告代理人 それは、どういう内容ですか。
代表取締役 ただ、私たちの騒音がありますと通報しているだけで。
【質問者交代】
被告代理人 被告が通報していることについて、知った経緯について、先ほど市の職員から言われたとおっしゃっ

ていましたが、間違いないですか。
代表取締役 市役所の人から教えてもらったことがありました。
被告代理人 この裁判を起こした後の市役所から、被告が通報しているということを聞いたことはありますか。
代表取締役 そのことについては、その後にはあんまり聞いていません。

※代表取締役は日本語を話せないため、尋問は裁判所が用意した通訳を介しています。
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件名1 公害の相談における通報者の漏えいについて
（２）住民から通報を受けた場合に市が取るべき対応について

１．苦情等の発生

２．予備調査 ①音源の探査、②音の状況、③伝搬の状況、④被害等の状況

３．測定計画の策定

４．騒音測定 ①敷地境界での状況、②被害者宅での状況

５．詳細測定 ①騒音の特性、②騒音の時間的変動、③騒音の空間的分布

６．対策目標の設定 ①法令の基準、②許容できる限度

７．対策の実施 ①音源での対策、②伝搬経路での対策、受音点での対策

８．結果の確認

騒音測定を行う端緒は、苦情等の発生や法令基準違反など、いろいろ考えら
れる。特に苦情の場合は、対応によっては、いたずらに「感情問題」に発展して
しまうこともあり、丁寧な対応や必要な情報の開示に留意しなければならない。

住民 市 事業者

代理人

通報
伝達

（出典）『騒音規制の手引［第３版］』公益社団法人日本騒音制御工学会編、技報堂出版



主な外出について、市
内における主な移動
手段は何ですか。

自分で運転
自転車
徒歩
家族の送迎

２４３
８１
５２
３８

デマンドバスを利用し
たことがありますか。

ある
登録のみ
未登録・利用なし

５９
２５
３５７

本市のデマンドバスに
ついて予約が取りにく
いという意見がありま
すが、どのようなサー
ビスを望みますか。

コミュニティバス
タクシー補助券
障がい者等が
優先乗車できる
デマンドバス増設
その他
無回答

６８
１７１

４６

３２
４８

令和５年度公共交通に関するアンケート結果（抜粋）
回答４５７世帯

シニアの外出・移動のニーズに関するアンケート
調査（Ｒ６．２） 回答５９３名

現在生活の上で
外出や移動に
困っていますか？

困っている
困っていない
特に感じない
３～５年後に不安
７～１０年後に不安

９６
１９８
１０１
２６９
１１３

どのような外出や
移動に困っていま
すか？

買い物
通院
地域活動
旅行（日帰り含む）
その他余暇活動

３２９
３６０
１４７
７０
６１

件名2 地域の足（移動手段）の確保策について
（1）喫緊の課題と考えるが市長の見解は



導入検討
の背景

昨今、高齢者の方々から市内に交通手段がないとの声が多く寄せられている。
路線バスの減便、駅前で待機しているタクシーの不足、デマンドバスの予約が難しいといった公共
交通に対する苦言も寄せられている。
以上のような市民の声に対して、公共交通を補完する手段として、鴻巣市が運行している「ひなちゃ
んタクシー」を参考として、導入に向けて検討を始めたところである。なお、本市がすでに運行してい
るデマンドバスの帰りの足に利用できるなど一定の効果が期待できる。

デマンド
タクシー
事業内容
（案）

本格運行ではなく実証実験として運行する。
予約なし、乗合なし。登録証提示を行い、降車時に割引運賃を支払う。
運行・受付時間：8：30～17：00土・日・祝日・年末年始（12/29～1/3）運休
利用制限：今後検討 共通乗降所：設置せず 対象者：年齢８０歳以上 運行エリア：市内

協議事項 導入の可否、利用料金体系運行エリア、利用制限

利用料金
体系（案）

タクシー料金 利用料金
２，０００円未満 ７００円
２，０００円以上～３，０００円未満 １，２００円
３，０００円以上～４，０００円未満 １，７００円
４，０００円以上～５，０００円未満 ２，２００円
５，０００円以上 ３，０００円

『北本市デマンドタクシー（仮称）導入検討資料』から
令和6年度第1回北本市地域公共交通会議（令和6年10月21日）

令和７年度当初予算への
計上は見送り



地域公共交通会議 【公共交通】 法定協議会 【公共交通に限定されない】

根拠
設置目的

道路運送法
地域における需要に応じた住民の生活に必要
なバス等の旅客輸送の確保その他旅客の利
便の増進を図り、地域の実情に即した輸送
サービスの実現に必要となる事項を協議する

地域公共交通の活性化及び再生に関する法律
地域公共交通計画を作成しようとする地方公共
団体は、地域公共交通計画の作成及び実施に関
し必要な協議を行うための協議会を組織すること
ができる。

構成員 ①副市長
②一般旅客自動車運送事業者 
③一般旅客自動車運送事業者が組織する団
体の代表者 
④住民及び利用者の代表 
⑤埼玉運輸支局長の指名する者 
⑥一般乗合旅客自動車運送事業者の事業用
自動車の運転者が組織する団体の代表者 
⑦前各号に掲げる者のほか、道路管理者、警
察関係者、識見を有する者その他の市長が
特に必要と認める者 

①地域公共交通計画を作成しようとする地方公
共団体
②関係する公共交通事業者等、道路管理者、港
湾管理者その他地域公共交通計画に定めよう
とする事業を実施すると見込まれる者
③関係する公安委員会
④地域公共交通の利用者、学識経験者その他の
当該地方公共団体が必要と認める者

件名2 地域の足（移動手段）の確保策について
（2）地域公共交通計画を早急に策定すべきではないか

交通分野だけではなく、まちづくり、観光、医療、福祉、
教育、情報、物流等の分野との連携など、地域の課題
に対応したメンバーを想定しましょう。



地域公共交通計画とは…

➢ 地域の移動手段を確保するために、住民などの移動ニーズにきめ細かく対応できる立
場にある地方公共団体が中心となって、交通事業者等や住民などの地域の関係者と協
議しながら作成するマスタープラン（ビジョン＋事業体系を記載するもの）。

➢ 地域公共交通計画は、「地域にとって望ましい地域旅客運送サービスの姿」を明らかに
する「マスタープラン」としての役割を果たすもの。

➢ 地方公共団体が地域の移動に関する関係者を集めて「活性化再生法に基づく協議会
（法定協議会）」を開催しつつ、交通事業者や地域の関係者等との個別協議を重ねて作
成する。 

➢ 地域公共交通計画においては、従来のバスやタクシーといった既存の公共交通サービス
を最大限活用した上で、必要に応じて自家用有償旅客運送やスクールバス、福祉輸送、
病院・商業施設・宿泊施設・企業などの既存の民間事業者による送迎サービス、物流
サービス等の地域の多様な輸送資源についても最大限活用する取組を盛り込むことで、
持続可能な地域旅客運送サービスの提供を確保することを求めている。

件名2 地域の足（移動手段）の確保策について
（2）地域公共交通計画を早急に策定すべきではないか

令和７年２月末時点 全国１１２５団体、県内３３団体が策定



持続可能な運送サービスの提供の確保に資する取組を推進するための地域公共交通の活性化及び再生に関する法律等の一部を改正する法律 補足説明資料



件名３ 子どもの居場所の充実について
（1）児童館等における子どもの声の反映について







（仮称）きたもとこどもいきいき未来プラン（案）・抜粋

施策目標２ 子どもがたくましく心豊かに育つまち 
【評価と課題】
学校教育の充実、家庭教育の充実など、子どもの健全育成に向けた取組を推進し、子どもの意識と生活に
関するアンケート結果において、子どもが安心できる居場所として「学校」、「自宅など」が多くを占めまし
たが、一方で、子どもが安心できる居場所の数が少ない状況となっています。 
引き続き、教育環境を充実させるとともに、すべての子どもが年齢を問わず、相互に人格と個性を尊重し
ながら、安全に安心して過ごせる居場所を持つことができるよう、社会全体で支えていくことが必要です。

２ 基本目標
（２）子どもが自分らしく心豊かに育つまち
子どもの様々な体験・交流を促進し、豊かな感受性を育むとともに、多様な子どもの居場所づくりを推進
します。 
（５）地域で支え合い、子どもと子育て当事者をみんなで応援するまち
貧困及び貧困の連鎖によって子どもの将来が閉ざされることがないよう、相談支援、経済的支援及び教
育支援の充実を図るとともに、居場所づくりを推進します。

件名3 子どもの居場所の充実について
（2）多様な居場所づくり・居場所の提供について



出典：（仮称）きたもとこどもいきいき未来プラン（案）







（出典）地域と学校の連携・協働体制構築事業について（R7.1文部科学省）

件名3 子どもの居場所の充実について
（３）放課後子ども教室の学童保育事業との連携と民間委託について



原告 職員２人の名前 証言人

同居人

被告

原告
被告

被告
原告

原告

職員２人の名前

市役所が保存している相談記録
令和２年
２０２０年

【再質問】
1(1)



原告 職員２人の名前 証言人

同居人

被告

原告
被告

被告
原告

原告

職員２人の名前



（16）児童育成支援拠点事業（新規事業）
養育環境等に課題を抱える、家庭や学校に居場所のない児童等に対して、当該児童の居場所となる場を開設し、
児童とその家庭が抱える多様な課題に応じて、生活習慣の形成や学習のサポート、進路等の相談支援、食事の提
供等を行うとともに、児童及び家庭の状況をアセスメントし、関係機関へのつなぎを行う等の個々の児童の状況
に応じた支援を包括的に提供することにより、虐待を防止し、子どもの最善の利益の保障と健全な育成を図る事
業です。
〔量の見込みと確保方策の考え方〕
今後、本事業の利用が必要と考えられる対象世帯の動向やニーズを注視しながら、実施について検討します。

（3）居場所の提供
子育ての孤立感や負担の解消を図るとともに、養育環境等に課題を抱える家庭や児童等に対して様々な支援を
行うことのできる居場所を提供します。
【主な事業】

№ 事業名 事業概要
目標指標

（令和１１年度）
担当課

②
児童育成支援
拠点事業

児童とその家庭が抱える多様な課題に応じて、生活習慣の形成
や学習のサポート、進路等の相談支援、食事の提供等を行うと
ともに、児童及び家庭の状況をアセスメントし、関係機関へのつ
なぎを行う等の個々の児童の状況に応じた支援を包括的に提
供することにより、虐待を防止し、子どもの最善の利益の保障と
健全な育成を図ります。

―
子育て
支援課

【再質問】
3(2)



（提供）ＮＰＯ法人北本学童保育の会うさぎっ子クラブ



（提供）ＮＰＯ法人北本学童保育の会うさぎっ子クラブ
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